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(57)【要約】
【課題】異常画像を出さないうちに潜像担持体の交換時
期を知ることができ、ロスタイムがなく、継続して安定
して良好な画像を得ることができる画像形成装置を提供
すること
【解決手段】潜像担持体、帯電手段、静電潜像形成手段
、現像手段、転写手段、クリーニング手段、及び保護剤
供給手段とを備えた画像形成装置において、潜像担持体
の画像領域外に、潜像担持体交換時期を決定するための
表面電位検知領域を有し、該表面電位検知領域において
、画像領域内同様、少なくとも帯電と静電潜像形成と現
像とクリーニングと保護剤供給とが施され、該保護剤供
給手段は、潜像担持体の表面電位検知領域において、画
像領域内よりも、少量の保護剤３ｂを供給し、潜像担持
体の表面電位検知領域に表面電位検知手段を有し、潜像
担持体の交換時期決定手段を有することを特徴とする画
像形成装置。
【選択図】図６



(2) JP 2010-44178 A 2010.2.25

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　潜像担持体と、
該潜像形成前の該潜像担持体表面を帯電させる帯電手段と、
画像データに基づいて、該帯電手段により帯電された該潜像担持体の表面に静電潜像を形
成する静電潜像形成手段と、
形成された静電潜像を可視像化する現像手段と、
可視像化されたトナー像を非転写体に転写する転写手段と、
転写後に該潜像担持体表面に残留するトナーを除去するクリーニング手段と、
潜像担持体に潜像担持体の保護剤を供給する保護剤供給手段と、
を備えた画像形成装置において、
潜像担持体の画像領域外に、潜像担持体交換時期を決定するための表面電位検知領域を有
し、
該表面電位検知領域において、画像領域内同様、少なくとも帯電と静電潜像形成と現像と
クリーニングと保護剤供給とが施され、
該保護剤供給手段は、潜像担持体の表面電位検知領域において、画像領域内よりも、少量
の保護剤を供給し、潜像担持体の表面電位検知領域に表面電位検知手段を有し、潜像担持
体の交換時期決定手段を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　潜像担持体の表面電位検知領域の表面電位検知手段は、非画像部（地肌部）の表面電位
を検知することを特徴とする請求項１記載の画像形成装置。
【請求項３】
　潜像担持体表面に保護層を持つことを特徴とする、請求項１または２記載の画像形成装
置。
【請求項４】
　保護剤供給手段が、保護剤ブロックと、保護剤ブロックと潜像担持体との間に位置し両
者に接触するブラシと、から成り、潜像担持体の画像領域内に接触する保護剤ブロックの
高さよりも、潜像担持体表面電位検知領域に接触する保護剤ブロックの高さは低いことを
特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　保護剤供給手段が、保護剤ブロックと、保護剤ブロックと潜像担持体との間に位置し両
者に接触するブラシと、から成り、潜像担持体の画像領域内に接触するブラシの繊維の毛
足長さよりも、潜像担持体表面電位検知領域に接触するブラシの繊維の毛足長さは短いこ
とを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　保護剤供給手段が、保護剤ブロックと、保護剤ブロックと潜像担持体との間に位置し両
者に接触するブラシと、から成り、潜像担持体の画像領域内に接触するブラシの繊維の太
さよりも、潜像担持体表面電位検知領域に接触するブラシの繊維の太さは細いことを特徴
とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　少なくとも潜像担持体と、帯電手段と、クリーニング手段と、保護剤供給手段とを備え
たプロセスカートリッジであって、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の画像形成装置
に用いられることを特徴とするプロセスカートリッジ。
【請求項８】
　潜像担持体表面を帯電した後に、
該潜像担持体の表面に静電潜像を形成し、
潜像担持体表面の潜像にトナーを供給してトナー像化し、
潜像担持体表面に形成されたトナー像を非転写体に転写し、
転写後に潜像担持体表面に残留するトナーをクリーニングし、
潜像担持体に潜像担持体の保護剤を供給する工程を有する画像形成方法において、
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潜像担持体の画像領域外に、潜像担持体交換時期決定するための表面電位検知領域を有し
、
該表面電位検知領域において、画像領域内同様、少なくとも帯電し静電潜像を形成し現像
しクリーニングし保護剤を供給する工程を有し、
潜像担持体の表面電位検知領域には、画像領域内よりも少量の保護剤を供給し、潜像担持
体の表面電位検知領域の表面電位を検知し、潜像担持体の交換時期を決定することを特徴
とする画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、プリンタ等の画像形成装置に関し、さらに詳しくは、潜像担持体が
摩耗して画像が異常になる前に、潜像担持体の摩耗を予測し、潜像担持体交換時期を表示
し、安定した高画質な画像を得ることができる画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真プロセスを用いた画像形成装置では、潜像担持体（以下、電子写真感光体、感
光体ともいう）に対して帯電工程、露光工程、現像工程、転写工程を施すことにより画像
形成が行われる。帯電工程で生成し感光体表面に残る放電生成物および転写工程後に感光
体表面に残る残トナーまたはトナー成分はクリーニングプロセスを経て除去される。
　複写機やプリンタ等に広く使用されている電子写真方法に用いられる電子写真感光体と
しては、安価、大量生産性、無公害性等の利点から、有機系の感光材料が汎用されている
。ところが、有機系感光体は無機系感光体と比較して耐摩耗性が低い。
【０００３】
　一般に用いられるクリーニング方式として、安価で機構が簡単でクリーニング性に優れ
たゴムブレードが用いられる。しかし、ゴムブレードは感光体に押し当てて感光体表面の
残留物を除去するため感光体表面とクリーニングブレード間の摩擦による機械的ストレス
が大きく、特に有機感光体においては感光体表面層やクリーニングブレードの摩耗が生じ
、摩耗すると感光体が所定の性能を発揮できなくなるため、感光体やクリーニングブレー
ドの寿命を短くする。近年は電子写真システムの小型化が望まれるようになってきて、感
光体の小径化を余儀なくされており、感光体は小径ほど、寿命も短くなる。
【０００４】
　また、近年帯電工程においては、直流電圧に交流電圧を重畳して帯電する帯電ローラ等
によるいわゆるＡＣ帯電が用いられるようになってきた。このＡＣ帯電は、感光体の帯電
電位の均一性が高い、オゾンやＮＯｘ等の酸化性ガスの発生が少ない、装置を小型化でき
る等の優れた性能を有している反面、印加する交流電圧の周波数に応じ、１秒間に数百～
数千回もの正負放電が帯電部材と感光体の間で繰り返されるため、感光体はこの多数の放
電を受けて表面層の劣化が加速される。
　そのため、長期に渡って高画質を維持するには、摩擦やＡＣ帯電による感光体やクリー
ニングブレード等の劣化を低減し、有機感光体の寿命を延ばし、クリーニング性を向上さ
せる必要がある。
【０００５】
　この要求に対して、例えば、特許文献１に示す、ステアリン酸亜鉛等の金属石鹸ブロッ
クにブラシ等を押し付けて微粉化して感光体に供給する方法などが採用されている。ステ
アリン酸亜鉛等の金属石鹸を用いることにより、それが保護剤として機能し、感光体表面
の潤滑性は向上し、感光体とクリーニングブレードとの摩擦を低減することができると供
に、転写残トナーのクリーニング性も向上することから、非常に好ましい。
　ＡＣ帯電による劣化に対しても、感光体に保護剤を塗布しておくと、ＡＣ帯電のエネル
ギーは、先ず保護剤に吸収され、感光体は到達し難くなるため、感光体は保護される。
【０００６】
　一方、有機感光体の耐摩耗性を向上させるアプローチもある。有機系感光体において耐
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摩耗性を向上させる方法としては、感光体表面に保護層を設けるものがある。例えば、表
面層に酸化チタン、アルミナなどのフィラーを含有させたものが検討されており、特許文
献２に開示されている。
　上述のように感光体表面にフィラーを含んだ保護層を形成することで、機械的耐久性に
優れた感光体を得ることができるが、その一方で、高耐摩耗性が高すぎる場合には経時的
に感光体表面に放電生成物が蓄積してしまい、高温、高湿環境で画像流れ等の異常画像が
発生してしまう場合がある。そこで、フィラー量や種類を調整し、感光体表面を適度に摩
耗させることで、上記のような異常を抑える使用方法が主流である。
【０００７】
　上記のような感光体の使用方法では、感光体を少しずつ摩耗させるため、感光体が所定
の性能を発揮できなくなる。すなわち、感光体膜厚が薄くなるため、帯電が低くなって、
解像度が悪くなったり、地汚れが出たり、画像濃度が低くなったり、耐圧が低くなるため
放電を起こして異常画像が出たり、局部的に摩耗するとスジになったりする。このような
異常画像が見られると、感光体は寿命となり、感光体を交換することになる。感光体ユニ
ットとして交換する場合もある。しかし、このような異常画像を見てから交換するのでは
、サービスマンによる交換の場合、サービスマン到着まで数時間あるいは数日を要し、そ
の間プリントできないこともある。ユーザが交換できる場合でも、ダウンタイムを省くに
は、予備の感光体または感光体ユニットを準備しておく必要があり、予備の感光体や感光
体ユニットを置いておくのは、スペースやコストの面から無駄である。特に、高画質高速
度高生産性領域のプリンタにおいては、数時間の装置停止は、膨大な損害を招きかねない
ため、装置が停止してからのサービスマンへの連絡では、損失が大きい。
【０００８】
　そこで、感光体表面の摩耗を検知し、摩耗が異常画像をもたらす程度となる前にユーザ
に感光体の寿命を予告する警告を出す手段が望まれる。
　従来の感光体の寿命検知には、ドラムの回転数をカウントして一定の回転数に達した時
に警告を出す方式や、帯電装置から感光体表面への流れ込み電流と感光体の膜厚変化との
相関関係を利用して、前記流れ込み電流が基準値に達したときに警告を出す方式（特許文
献３等）や、感光体表面の摩擦抵抗を測定し、摩擦抵抗が規定値に達した場合に感光体寿
命警告を報知する方式（特許文献４等）が用いられてきた。
【０００９】
【特許文献１】特開２００４‐３４１４８０号公報
【特許文献２】特許第３７３４７３５号
【特許文献３】特開平０４‐５７０６８号公報
【特許文献４】特開平０８‐０４４２４５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかし、従来のドラム寿命検知方式には、以下のような欠点があった。感光体の回転数
をカウントして一定の回転数に達した時に警告を出す方式は感光体の膜厚変化を直接的に
検出する構成ではないため、正確な寿命検知を行うことができなかった。帯電装置から感
光体表面への流れ込み電流を検出し、基準値に達したときに警告を出す方式と感光体表面
の摩擦抵抗を測定する方式とでは、画像領域で電流や摩擦抵抗を測定しているため、それ
らの測定値が異常と判断された段階では、既に画像に異常が発生してしまっていることが
多く、感光体摩耗のため解像度低下や地汚れ等が発生してしまう場合もある。上記のよう
に、高画質高速度高生産性領域のプリンタにおいては、解像度低下や地汚れが発生すると
、膨大なプリント数が無駄になる場合がある。経験から異常発生を予測しようとしても、
感光体摩耗による電流や摩擦抵抗の変化は小さく、その変化が大きくなるのは異常が起き
たときであり、その予測は困難であり、不正確である。流れ込み電流の場合は、軸方向の
総電流となるため、異常発生を予測しようとしても、一部では大きな異常が起きている場
合もある。そのため、高画質の正常な画像形成が行えている段階で、的確に感光体を交換
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する時期を知らせる手段が求められていた。
【００１１】
　本発明は、前記従来の課題にかんがみ、潜像担持体表面に保護剤を供給する保護剤供給
装置を用い、表面電位検知領域に保護剤供給量の少ない部分を設け、強制的に潜像担持体
膜厚が画像領域内よりも早く摩耗する部分を形成し、膜厚が早く摩耗する部分の表面電位
を検知して、潜像担持体の交換時期を決定することができ、異常画像を出さないうちに交
換時期を知ることができ、ロスタイムがなく、継続して安定して良好な画像を得ることが
できる画像形成装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　即ち、本発明は以下のとおりである。
（１）潜像担持体と、
該潜像形成前の該潜像担持体表面を帯電させる帯電手段と、
画像データに基づいて、該帯電手段により帯電された該潜像担持体の表面に静電潜像を形
成する静電潜像形成手段と、
形成された静電潜像を可視像化する現像手段と、
可視像化されたトナー像を非転写体に転写する転写手段と、
転写後に該潜像担持体表面に残留するトナーを除去するクリーニング手段と、
潜像担持体に潜像担持体の保護剤を供給する保護剤供給手段と、
を備えた画像形成装置において、
潜像担持体の画像領域外に、潜像担持体交換時期を決定するための表面電位検知領域を有
し、
該表面電位検知領域において、画像領域内同様、少なくとも帯電と静電潜像形成と現像と
クリーニングと保護剤供給とが施され、
該保護剤供給手段は、潜像担持体の表面電位検知領域において、画像領域内よりも、少量
の保護剤を供給し、潜像担持体の表面電位検知領域に表面電位検知手段を有し、潜像担持
体の交換時期決定手段を有することを特徴とする画像形成装置。
（２）潜像担持体の表面電位検知領域の表面電位検知手段は、非画像部（地肌部）の表面
電位を検知することを特徴とする前記（１）に記載の画像形成装置。
（３）潜像担持体表面に保護層を持つことを特徴とする、前記（１）または（２）に記載
の画像形成装置。
（４）保護剤供給手段が、保護剤ブロックと、保護剤ブロックと潜像担持体との間に位置
し両者に接触するブラシと、から成り、潜像担持体の画像領域内に接触する保護剤ブロッ
クの高さよりも、潜像担持体表面電位検知領域に接触する保護剤ブロックの高さは低いこ
とを特徴とする、前記（１）乃至（３）のいずれか１項に記載の画像形成装置。
（５）保護剤供給手段が、保護剤ブロックと、保護剤ブロックと潜像担持体との間に位置
し両者に接触するブラシと、から成り、潜像担持体の画像領域内に接触するブラシの繊維
の毛足長さよりも、潜像担持体表面電位検知領域に接触するブラシの繊維の毛足長さは短
いことを特徴とする、前記（１）乃至（３）のいずれか１項に記載の画像形成装置。
（６）保護剤供給手段が、保護剤ブロックと、保護剤ブロックと潜像担持体との間に位置
し両者に接触するブラシと、から成り、潜像担持体の画像領域内に接触するブラシの繊維
の太さよりも、潜像担持体表面電位検知領域に接触するブラシの繊維の太さは細いことを
特徴とする、前記（１）乃至（３）のいずれか１項に記載の画像形成装置。
（７）少なくとも潜像担持体と、帯電手段と、クリーニング手段と、保護剤供給手段とを
備えたプロセスカートリッジであって、前記（１）乃至（６）のいずれか１項に記載の画
像形成装置に用いられることを特徴とするプロセスカートリッジ。
（８）潜像担持体表面を帯電した後に、
該潜像担持体の表面に静電潜像を形成し、
潜像担持体表面の潜像にトナーを供給してトナー像化し、
潜像担持体表面に形成されたトナー像を非転写体に転写し、
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転写後に潜像担持体表面に残留するトナーをクリーニングし、
潜像担持体に潜像担持体の保護剤を供給する工程を有する画像形成方法において、
潜像担持体の画像領域外に、潜像担持体交換時期決定するための表面電位検知領域を有し
、
該表面電位検知領域において、画像領域内同様、少なくとも帯電し静電潜像を形成し現像
しクリーニングし保護剤を供給する工程を有し、
潜像担持体の表面電位検知領域には、画像領域内よりも少量の保護剤を供給し、潜像担持
体の表面電位検知領域の表面電位を検知し、潜像担持体の交換時期を決定することを特徴
とする画像形成方法。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によると、感光体表面に保護剤を供給する保護剤供給装置を用い、表面電位検知
領域に保護剤供給量の少ない部分を設け、強制的に感光体膜厚が画像領域内よりも早く摩
耗する部分を形成し、膜厚が早く摩耗する部分の表面電位を検知して、感光体の交換時期
を予測することによって、帯電低下による解像度不良や、地汚れ、放電破壊による異常画
像などが出る前に、感光体の交換時期を知ることができ、高画質でない画像を出さなくて
済む。感光体を交換する場合、サービスマンによる交換の場合でもサービスマン到着まで
の数時間あるいは数日のタイムロスを省くことができる。ユーザが感光体またはプロセス
ユニットを交換できる場合でも、交換時期でもないのに予備の感光体やプロセスユニット
を準備しておく必要がなくなり、スペースやコストの無駄を省くことができる。
【００１４】
　また、表面電位検知領域の表面電位検知手段は、非画像部（地肌部）の表面電位を検知
することによって、他の部分の表面電位を検知するよりも、画像との対比がよく、より正
確に感光体交換時期を予測できる。
　感光体表面に保護層を持つことによって、表面電位検知領域の保護層が摩耗した時点か
ら予測する画像領域内の保護層が摩耗するであろう時点を交換時期とすることで、交換時
期の決定が容易となる。
【００１５】
　保護剤供給手段が、保護剤ブロックと、保護剤ブロックと潜像担持体との間に位置し両
者に接するブラシと、から成り、感光体の画像領域内に接触する保護剤ブロックの高さよ
りも、感光体表面電位検知領域に接触する保護剤ブロックの高さが低いことにより、表面
電位検知領域では、画像領域内よりも早く感光体を摩耗させることができ、画像領域内の
感光体摩耗時期を予測することできる。
　また、感光体の画像領域内に接触するブラシの繊維の毛足長さよりも、感光体表面電位
検知領域に接触するブラシの繊維の毛足長さが短いことにより、表面電位検知領域では、
画像領域内よりも早く感光体を摩耗させることができ、画像領域内の感光体摩耗時期を予
測することできる。
　さらに、感光体の画像領域内に接触するブラシの繊維の太さよりも、感光体表面電位検
知領域に接触するブラシの繊維の太さは細いことにより、表面電位検知領域では、画像領
域内よりも早く感光体を摩耗させることができ、画像領域内の感光体摩耗時期を予測する
ことできる。
【００１６】
　少なくとも感光体と、帯電手段と、クリーニング手段と、保護剤供給手段とを備えたプ
ロセスカートリッジを、本発明の画像形成装置に用いることにより、表面電位検知領域の
摩耗により画像領域内の摩耗を予測し、感光体を交換する時、交換がより容易となり、サ
ービスマンによる交換の場合でもサービスマン到着までの数時間あるいは数日のタイムロ
スを省くことができる。また、ユーザが感光体またはプロセスユニットを交換できる場合
でも、交換がより容易となり、交換時期でもないのに予備の感光体やプロセスユニットを
準備しておく必要がなくなり、スペースやコストの無駄を省くことができる。
【００１７】
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　表面電位検知領域も画像領域内と同様な作像プロセスを施し、感光体の表面電位検知領
域には、画像領域内よりも少量の保護剤を供給し、感光体の表面電位検知領域の表面電位
を検知し、感光体の交換時期を決定することにより、表面電位検知領域の摩耗により画像
領域内の摩耗を予測し、感光体を交換する時、交換がより容易となり、サービスマンによ
る交換の場合でもサービスマン到着までの数時間あるいは数日のタイムロスを省くことが
できる。また、ユーザが感光体またはプロセスユニットを交換できる場合でも、交換がよ
り容易となり、交換時期でもないのに予備の感光体やプロセスユニットを準備しておく必
要がなくなり、スペースやコストの無駄を省くことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下本発明の実施の形態を、図面を参照して説明する。
　なおドラム状の感光体について以下説明するが、本発明はこれに限定されず、シート状
やエンドレスベルト状の感光体であってもよい。
【００１９】
　図１は本発明を適用する画像形成装置の概略構成を示す図である。
　同図において符号１は感光体、９は露光装置、５１は一次転写ローラ、５２、５３、５
４はローラ、５６は中間転写ベルト、５７は中間転写ベルトクリーニング装置、６１は二
次転写ローラ、７１は定着ベルト、７２は加熱ローラ、７３は定着ローラ、７４は加圧ロ
ーラをそれぞれ示す。また、Ｙ、Ｍ、Ｃ、Ｋは色を示す添字である。
【００２０】
　画像形成装置は、その内部の略中央に中間転写ベルト５６を備えている。中間転写ベル
ト５６は、ポリイミドやポリアミド等の耐熱性材料からなり、中抵抗に調整された基体か
らなる無端状ベルトで、４つのローラ５２、５３、５４に掛け回して支持され、図中矢印
Ａ方向に回転駆動される。中間転写ベルト５６の上方にはイエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ
）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）の各色トナーに対応した４つの作像ユニットが中間転
写ベルト５６のベルト面に沿って並んでいる。
【００２１】
　図２は４つの作像ユニットのうちの１つを拡大して示す図である。
　同図において符号２は帯電装置、３は保護剤塗布装置、４は現像装置、８はクリーニン
グ装置、Ｓは表面電位検査手段である表面電位検査センサをそれぞれ示す。
　いずれの作像ユニットでも同様の構成であるので、この図においては、色の区別を示す
Ｙ、Ｍ、Ｃ、Ｋの表示を省略する。各作像ユニットは感光体１を有し、各感光体１の周り
には、感光体１表面に電荷を与える帯電装置２、感光体１表面に形成された潜像を各色ト
ナーで現像してトナー像とする現像装置４、感光体１表面に保護剤を塗布する保護剤塗布
装置３、トナー像転写後の感光体１表面のクリーニングをするクリーニング装置８がそれ
ぞれ配置されている。
【００２２】
　この作像ユニットをプロセスカートリッジと呼び、プロセスカートリッジ内のどこかの
部品に異常が生じた場合、例えば感光体が摩耗して異常画像が出た場合には、異常個所と
なる部品単体、例えば感光体だけを交換しても良いし、プロセスカートリッジごと交換し
ても良い。
　また、図１を参照すると、４つの作像ユニットの上方には、帯電した各感光体の表面に
各色の画像データに基づいて露光をし、潜像を形成する露光装置９が備えられている。
　中間転写ベルト５６を挟んで、各感光体１と対向する位置には、感光体１上に形成され
たトナー像を中間転写ベルト５６上に一次転写する一次転写ローラ５１がそれぞれ配置さ
れている。一次転写ローラ５１は、図示しない電源に接続されており、所定の電圧が印加
される。
【００２３】
　中間転写ベルト５６のローラ５２で支持された部分の外側には、二次転写ローラ６１が
圧接されている。二次転写ローラ６１は、図示しない電源に接続されており、所定の電圧
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が印加される。二次転写ローラ６１と中間転写ベルト５６との接触部が二次転写部であり
、中間転写ベルト５６上のトナー像が転写紙に転写される。
　中間転写ベルト５６のローラ５３で支持された部分の外側には、二次転写後の中間転写
ベルト５６の表面をクリーニングする中間転写ベルトクリーニング装置５７が設けられて
いる。
【００２４】
　二次転写部の下流には、転写紙上のトナー像を転写紙に半永久的に定着させる定着装置
７０が備えられている。定着装置７０は、内部にハロゲンヒータを有する加熱ローラ７２
および定着ローラ７３に巻き掛けられた無端の定着ベルト７１と、定着ベルト７１を介し
て定着ローラ７３に対向、圧接して配置される加圧ローラ７４とから構成されている。
【００２５】
　以下に、本画像形成装置の特徴をより詳細に説明する。
　図４及び図５は、本発明の画像形成装置に用いる積層型電子写真感光体の概略断面図で
ある。
　図４中１０１が導電性支持体、１０２が感光層で、電荷発生材料を主成分とする電荷発
生層１０３と、電荷輸送材料を主成分とする電荷輸送層１０４とを積層して形成してある
。
　感光体としては、その材質、形状、構造、大きさ、等について特に制限はなく、公知の
ものの中から適宜選択することができるが、その形状としてはドラム状が好適に挙げられ
、その材質としては、例えばアモルファスシリコン、セレン等の無機感光体、ポリシラン
、フタロポリメチン等の有機感光体、などが挙げられる。本発明の画像形成装置に用いる
感光体（感光体）は、導電性支持体と、該導電性支持体上に少なくとも感光層を有してな
り、更に必要に応じてその他の層を有してなる。
【００２６】
　前記感光層としては、公知の感光層を用いることができ、電荷発生材と電荷輸送材を混
在させた単層型、電荷発生層の上に電荷輸送層を設けた順層型、又は電荷輸送層の上に電
荷発生層を設けた逆層型がある。また、前記感光体の機械的強度、耐摩耗性、耐ガス性、
クリーニング性等の向上のため、図５に示すように、感光層１０２上に保護層１０５を設
けることもできる。また、前記感光層と導電性支持体の間には下引き層１０６が設けられ
ていてもよい。また、各層には必要に応じて可塑剤、酸化防止剤、レベリング剤等を適量
添加することもできる。
【００２７】
　前記導電性支持体としては、体積抵抗１．０×１０10Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの
であれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、アルミニ
ウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金などの金属、酸化スズ、酸化イン
ジウムなどの金属酸化物を、蒸着又はスパッタリングにより、フィルム状もしくは円筒状
のプラスチック、紙に被覆したもの、あるいはアルミニウム、アルミニウム合金、ニッケ
ル、ステンレスなどの板及びそれらを、押し出し、引き抜きなどの工法でドラム状に素管
化後、切削、超仕上げ、研摩などの表面処理した管などを使用することができる。
【００２８】
　ドラム状の支持体としては、直径が２０～１５０ｍｍが好ましく、２４～１００ｍｍが
より好ましく、２８～７０ｍｍが更に好ましい。前記ドラム状の支持体の直径が２０ｍｍ
未満であると、ドラム周辺に帯電、露光、現像、転写、クリーニングの各工程を配置する
ことが物理的に困難となることがあり、１５０ｍｍを超えると、画像形成装置が大きくな
ってしまうことがある。特に、画像形成装置がタンデム型の場合には、複数の感光体を搭
載する必要があるため、直径は７０ｍｍ以下が好ましく、６０ｍｍ以下がより好ましい。
　また、特開昭５２－３６０１６号公報に開示されているようなエンドレスニッケルベル
ト、又はエンドレスステンレスベルトも導電性支持体として用いることができる。
【００２９】
　前記感光体の下引き層は、一層であっても、複数の層で構成してもよく、例えば（１）
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樹脂を主成分としたもの、（２）白色顔料と樹脂を主成分としたもの、（３）導電性基体
表面を化学的又は電気化学的に酸化させた酸化金属膜等が挙げられる。これらの中でも、
白色顔料と樹脂を主成分とするものが好ましい。
【００３０】
　前記白色顔料としては、例えば酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、酸
化亜鉛等の金属酸化物が挙げられ、これらの中でも、導電性支持体からの電荷の注入防止
性が優れる酸化チタンが特に好ましい。
　前記樹脂としては、例えばポリアミド、ポリビニルアルコール、カゼイン、メチルセル
ロース等の熱可塑性樹脂；アクリル、フェノール、メラミン、アルキッド、不飽和ポリエ
ステル、エポキシ等の熱硬化性樹脂などが挙げられる。これらは、１種単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。
　前記下引き層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、０．
１～１０μｍが好ましく、１～５μｍがより好ましい。
【００３１】
　前記感光層における電荷発生物質としては、例えば、モノアゾ系顔料、ビスアゾ系顔料
、トリスアゾ系顔料、テトラキスアゾ顔料等のアゾ顔料、トリアリールメタン系染料、チ
アジン系染料、オキサジン系染料、キサンテン系染料、シアニン系色素、スチリル系色素
、ピリリウム系染料、キナクリドン系顔料、インジゴ系顔料、ペリレン系顔料、多環キノ
ン系顔料、ビスベンズイミダゾール系顔料、インダスロン系顔料、スクアリリウム系顔料
、フタロシアニン系顔料等の有機系顔料又は染料；セレン、セレン－ヒ素、セレン－テル
ル、硫化カドミウム、酸化亜鉛、酸化チタン、アモルファスシリコン等の無機材料などが
挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３２】
　前記感光層における電荷輸送物質としては、例えば、アントラセン誘導体、ピレン誘導
体、カルバゾール誘導体、テトラゾール誘導体、メタロセン誘導体、フェノチアジン誘導
体、ピラゾリン化合物、ヒドラゾン化合物、スチリル化合物、スチリルヒドラゾン化合物
、エナミン化合物、ブタジエン化合物、ジスチリル化合物、オキサゾール化合物、オキサ
ジアゾール化合物、チアゾール化合物、イミダゾール化合物、トリフェニルアミン誘導体
、フェニレンジアミン誘導体、アミノスチルベン誘導体、トリフェニルメタン誘導体等が
挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３３】
　前記感光層を形成するのに使用する結着樹脂としては、電気絶縁性であり、それ自体公
知の熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、光硬化性樹脂及び光導電性樹脂等を使用することがで
きる。該結着樹脂としては、例えば、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、塩化ビニル
－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水マレイン酸共重合体、エチレン－
酢酸ビニル共重合体、ポリビニルブチラール、ポリビニルアセタール、ポリエステル、フ
ェノキシ樹脂、（メタ）アクリル樹脂、ポリスチレン、ポリカーボネ－ト、ポリアリレー
ト、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ＡＢＳ樹脂等の熱可塑性樹脂、フェノール樹
脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、イソシアネート樹脂、アルキッド樹脂
、シリコーン樹脂、熱硬化性アクリル樹脂等の熱硬化性樹脂、ポリビニルカルバゾール、
ポリビニルアントラセン、ポリビニルピレン等が挙げられる。これらは、１種単独で使用
してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３４】
　前記酸化防止剤としては、例えば、フェノール系化合物、パラフェニレンジアミン類、
ハイドロキノン類、有機硫黄化合物類、有機燐化合物類、などが挙げられる。
　前記フェノール系化合物としては、例えば、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール
、ブチル化ヒドロキシアニソール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ス
テアリル－β－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、
２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メ
チレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス－（３
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－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデンビス－（３－メチル－６
－ｔ－ブチルフェノール）、１，１，３－トリス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－
ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス－［メチレン－３－（
３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン、ビ
ス［３，３’－ビス（４’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアッシ
ド］クリコ－ルエステル、トコフェロール類などが挙げられる。
【００３５】
　前記パラフェニレンジアミン類としては、例えば、Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル
－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、
Ｎ－フェニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロ
ピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－
フェニレンジアミンなどが挙げられる。
【００３６】
　前記ハイドロキノン類としては、例えば、２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキノン、
２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル－５－
クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル－５－メチルハイドロキノン、２－（２－オク
タデセニル）－５－メチルハイドロキノンなどが挙げられる。
【００３７】
　前記有機硫黄化合物類としては、例えば、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネー
ト、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジテトラデシル－３，３’－チオ
ジプロピオネートなどが挙げられる。
　前記有機燐化合物類としては、例えば、トリフェニルホスフィン、トリ（ノニルフェニ
ル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニル）ホスフィン、トリクレジルホスフィン、トリ
（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフィンなどが挙げられる。
【００３８】
　これら化合物は、ゴム、プラスチック、油脂類などの酸化防止剤として知られており、
市販品を容易に入手できる。
　前記酸化防止剤の添加量は、添加する層の総質量に対して０．０１～１０質量％が好ま
しい。
【００３９】
　前記可塑剤としては、ジブチルフタレート、ジオクチルフタレートなどの一般的な樹脂
の可塑剤として使用されているものがそのまま使用でき、その使用量は結着樹脂１００質
量部に対して０～３０質量部程度が適当である。
【００４０】
　また、前記感光層中にはレベリング剤を添加しても構わない。該レベリング剤としては
、例えばジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル等のシリコーンオ
イル類；測鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマー、又はオリゴマーが使用される
。前記レベリング剤の使用量は、前記バインダー樹脂１００質量部に対して、０～１質量
部が好ましい。
【００４１】
　前記感光体の保護層は、感光体の機械的強度、耐摩耗性、耐ガス性、クリーニング性等
の向上のために設けられる。該保護層としては、感光層よりも機械的強度の高い高分子、
高分子に無機フィラーを分散させたものが好適である。また、前記保護層に用いる樹脂と
しては、熱可塑性樹脂及び熱硬化性樹脂のいずれであってもよいが、該熱硬化性樹脂は機
械的強度が高く、クリーニングブレードとの摩擦による摩耗を抑える能力が極めて高いた
め特に好ましい。前記保護層は薄い厚みであれば、電荷輸送能力を有していなくても支障
はないが、電荷輸送能力を有しない保護層を厚く形成すると、感光体の感度低下、露光後
電位上昇、残留電位上昇を引き起こしやすいため、保護層中に前述の電荷輸送物質を含有
させたり、保護層に用いる高分子として電荷輸送能力を含有させたりしたものを用いるこ



(11) JP 2010-44178 A 2010.2.25

10

20

30

40

50

とが好ましい。
【００４２】
　前記感光層と保護層との機械的強度は一般に大きく異なるため、クリーニングブレード
との摩擦により保護層が摩耗し、消失すると、すぐに感光層は摩耗していってしまうため
、保護層を設ける場合には、保護層は十分な厚みとすることが重要であり、０．１～１２
μｍが好ましく、１～１０μｍがより好ましく、２～８μｍが更に好ましい。前記厚みが
０．１μｍ未満であると、薄すぎてクリーニングブレードとの摩擦により部分的に消失し
やすくなり、消失した部分から感光層の摩耗が進んでしまうことがあり、１２μｍを超え
ると、感度低下、露光後電位上昇、残留電位上昇が生じやすく、特に電荷輸送能力を有す
る高分子を用いる場合には、電荷輸送能力を有する高分子のコストが高くなってしまうこ
とがある。
【００４３】
　前記保護層に用いる樹脂としては、画像形成時の書込み光に対して透明であり、絶縁性
、機械的強度、接着性に優れたものが好ましく、例えばＡＢＳ樹脂、ＡＣＳ樹脂、オレフ
ィン－ビニルモノマー共重合体、塩素化ポリエーテル、アリル樹脂、フェノール樹脂、ポ
リアセタール、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリアクリレート、ポリアリルスルホン
、ポリブチレン、ポリブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリエーテルスルホ
ン、ポリエチレン、ポリエチレンテレフタレート、ポリイミド、アクリル樹脂、ポリメチ
ルベンテン、ポリプロピレン、ポリフェニレンオキシド、ポリスルホン、ポリスチレン、
ＡＳ樹脂、ブタジエン－スチレン共重合体、ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビ
ニリデン、エポキシ樹脂などが挙げられる。これらの高分子は熱可塑性樹脂であってもよ
いが、高分子の機械的強度を高めるため、多官能のアクリロイル基、カルボキシル基、ヒ
ドロキシル基、アミノ基等を持つ架橋剤により架橋し、熱硬化性樹脂とすることで、保護
層の機械的強度は増大し、クリーニングブレードとの摩擦による摩耗を大幅に減少させる
ことができる。
【００４４】
　前記保護層は、電荷輸送能力を有していることが好ましく、保護層に電荷輸送能力を持
たせるためには、保護層に用いる高分子と前述の電荷輸送物質を混合して用いる方法、電
荷輸送能力を有する高分子を保護層に用いる方法が考えられ、後者の方法が、高感度で露
光後電位上昇、残留電位上昇が少ない感光体を得ることができ好ましい。
【００４５】
　前記電荷輸送層能力を有する高分子としては、高分子中に電荷輸送能力を有する基とし
て、下記構造式（ｉ）で表される基を有するものが好適に挙げられる。
【化１】

　ただし、前記構造式（ｉ）中、Ａｒ1は置換基を有していてもよいアリーレン基を表す
。Ａｒ2、及びＡｒ3は、互いに同一であってもよいし、異なっていてもよく、置換基を有
していてもよいアリール基を表す。
【００４６】
　このような電荷輸送能力を有する基は、ポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂等の機械
的強度の高い高分子の側鎖に付加することが好ましく、モノマーの製造が容易で、塗工性
、硬化性にも優れるアクリル樹脂を用いることが特に好ましい。
　このような電荷輸送能力を有するアクリル樹脂は、上記構造式（ｉ）の基を有する不飽
和カルボン酸を重合させることにより機械的強度が高く、透明性にも優れ、電荷輸送能力
も高い保護層を形成することができる。また、単官能の上記構造式（ｉ）の基を有する不
飽和カルボン酸に多官能の不飽和カルボン酸、好ましくは３官能以上の不飽和カルボン酸
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を混合することで、アクリル樹脂は架橋構造を形成し、熱硬化性高分子となり、保護層の
機械的強度は極めて高いものとなる。前記多官能の不飽和カルボン酸には、上記構造式（
ｉ）の基を付加してもよいが、モノマーの製造コストが高くなってしまうため、多官能の
不飽和カルボン酸には、上記構造式（ｉ）の基を付加せず、光硬化性多官能モノマーを用
いることが好ましい。
【００４７】
　前記構造式（ｉ）で表される基を有する単官能不飽和カルボン酸としては、下記構造式
（ii）、又は構造式（iii）を例示することができる。
【化２】

【００４８】
　前記構造式（ii）及び構造式（iii）において、Ｒ1は、水素原子、ハロゲン原子、置換
基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよいアラルキル基、置換基を有
していてもよいアリール基、シアノ基、ニトロ基、置換基を有していてもよいアルコキシ
基、－ＣＯＯＲ7（ただし、Ｒ7は水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、置換
基を有していてもよいアラルキル基、又は置換基を有していてもよいアリール基を表す）
、ハロゲン化カルボニル基、ＣＯＮＲ8Ｒ9（ただし、Ｒ8及びＲ9は、互いに同一であって
もよいし、異なっていてもよく、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいア
ルキル基、置換基を有していてもよいアラルキル基、又は置換基を有していてもよいアリ
ール基を表す）を表す。
【００４９】
　前記構造式（ii）及び構造式（iii）において、Ａｒ1及びＡｒ2は互いに同一であって
もよいし、異なっていてもよく、置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。
　前記構造式（ii）及び構造式（iii）において、Ａｒ3及びＡｒ4は、互いに同一であっ
てもよいし、異なっていてもよく、置換基を有していてもよいアリール基を表す。
　前記構造式（ii）において、Ｘは、単結合、置換基を有していてもよいアルキレン基、
置換基を有していてもよいシクロアルキレン基、又は置換基を有していてもよいアルキレ
ンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレン基を表す。
　前記構造式（ii）及び構造式（iii）において、Ｚは、置換基を有していてもよいアル
キレン基、置換基を有していてもよいアルキレンエーテル２価基、又は置換基を有してい
てもよいアルキレンオキシカルボニル２価基を表す。
　ｍ及びｎは、それぞれ０～３の整数を表す。
【００５０】
　前記構造式（ii）及び構造式（iii）において、Ｒ1の置換基中、アルキル基としては、
例えばメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基等が挙げられる。アリール基としては
、例えば、フェニル基、ナフチル基等が挙げられる。アラルキル基としては、例えば、ベ
ンジル基、フェネチル基、ナフチルメチル基等が挙げられる。アルコキシ基としては、例
えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基等が挙げられる。これらは、ハロゲン原子
、ニトロ基、シアノ基；メチル基、エチル基等のアルキル基；メトキシ基、エトキシ基等
のアルコキシ基；フェノキシ基等のアリールオキシ基；フェニル基、ナフチル基等のアリ
ール基；ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基などにより置換されていてもよい。
これらＲ1の置換基のうち、水素原子、又はメチル基が特に好ましい。
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【００５１】
　前記Ａｒ3及びＡｒ4のアリール基としては縮合多環式炭化水素基、非縮合環式炭化水素
基、又は複素環基が含まれる。
　前記縮合多環式炭化水素基としては、環を形成する炭素数が１８個以下のものが好まし
く、例えばペンタニル基、インデニル基、ナフチル基、アズレニル基、ヘプタレニル基、
ビフェニレニル基、ａｓ－インダセニル基、ｓ－インダセニル基、フルオレニル基、アセ
ナフチレニル基、プレイアデニル基、アセナフテニル基、フェナレニル基、フェナントリ
ル基、アントリル基、フルオランテニル基、アセフェナントリレニル基、アセアントリレ
ニル基、トリフェニレル基、ピレニル基、クリセニル基、ナフタセニル基などが挙げられ
る。
【００５２】
　前記非縮合環式炭化水素基としては、例えばベンゼン、ジフェニルエーテル、ポリエチ
レンジフェニルエーテル、ジフェニルチオエーテル、ジフェニルスルホン等の単環式炭化
水素化合物の１価基；ビフェニル、ポリフェニル、ジフェニルアルカン、ジフェニルアル
ケン、ジフェニルアルキン、トリフェニルメタン、ジスチリルベンゼン、１，１－ジフェ
ニルシクロアルカン、ポリフェニルアルカン、ポリフェニルアルケン等の非縮合多環式炭
化水素化合物の１価基；９，９－ジフェニルフルオレン等の環集合炭化水素化合物の１価
基などが挙げられる。
　前記複素環基としては、例えばカルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン、
オキサジアゾール、チアジアゾール等の１価基などが挙げられる。
【００５３】
　前記多官能の不飽和カルボン酸の含有量は、前記保護層全体の５～７５質量％が好まし
く、１０～７０質量％がより好ましく、２０～６０質量％が更に好ましい。前記含有量が
５質量％未満であると、保護層の機械的強度が不十分であり、７５質量％を超えると、保
護層に強い力が加わったときにクラックが発生しやすく、感度劣化も生じやすくなること
がある。
【００５４】
　前記保護層にアクリル樹脂を用いる場合には、上記不飽和カルボン酸を感光体に塗工後
、電子線照射あるいは、紫外線等の活性光線を照射してラジカル重合を生じさせ、保護層
を形成することができる。活性光線によるラジカル重合を行う場合には、不飽和カルボン
酸に光重合開始剤を溶解したものを用いる。光重合開始剤は通常、光硬化性塗料に用いら
れる材料を用いることができる。
【００５５】
　前記保護層中には該保護層の機械的強度を高めるために金属微粒子、金属酸化物微粒子
、その他の微粒子など含有することが好ましい。前記金属酸化物としては、例えば酸化チ
タン、酸化錫、チタン酸カリウム、ＴｉＯ、ＴｉＮ、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化ア
ンチモン等が挙げられる。その他の微粒子としては、耐摩耗性を向上する目的でポリテト
ラフルオロエチレン等のフッ素樹脂、シリコーン樹脂、又はこれらの樹脂に無機材料を分
散したものなどが挙げられる。
　保護層を用いると、保護層を用いない場合に比べ、一般的に感光体の摩耗速度は大幅に
遅くなる。そのため、保護層が摩耗しつくすと、その個所の摩耗速度は急激に増大し、感
光体の表面電位の変化も急激になる。
【００５６】
　帯電装置２は、帯電部材として導電性芯金の外側に中抵抗の弾性層を被覆して構成され
る帯電ローラ２ａを備える。帯電ローラ２ａは、感光体１に対して微小な間隙をもって配
設されることが好ましい。この微小な間隙は、例えば、帯電ローラ２ａの両端部の非画像
形成領域に一定の厚みを有するスペーサ部材を巻き付けるなどして、スペーサ部材の表面
を感光体１表面に当接させることで、設定することができる。また、帯電ローラ２ａには
、帯電ローラ２ａ表面に接触してクリーニングする帯電クリーニング部材２ｂが設けられ
ている。
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　本発明において、帯電ローラ２ａは、感光体の画像領域内と同様に、画像領域外の表面
電位検知領域も帯電させるものである。
　前記帯電部材としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
上記帯電ローラ以外にも、ブラシ、フィルム、ゴムブレード等を備えたそれ自体公知の接
触帯電器、コロトロン、スコロトロン等のコロナ放電を利用した非接触帯電器、等を用い
ることができる。
【００５７】
　本発明において用いる帯電ローラ２ａは、感光体に対して接触、または非接触近接に配
置して近接放電を起こすことにより感光体表面を帯電させる方式のものを用いる。
　上記で、接触とは感光体に帯電ローラが直接接触していることであり、非接触近接とは
感光体と帯電ローラの間に２００μｍ以下の空隙が存在していることを言う。非接触近接
方式は帯電部材の表面が感光体表面に残留したトナー等によって汚染されにくいというメ
リットがある。
【００５８】
　帯電ローラは、例えばＳＵＭ－Ｎｉメッキ（鋼の表面をニッケルメッキ仕上げ）で形成
した例えば外形φ８ｍｍの金属軸である芯金の外周に、例えばエピクロルヒドリンゴムか
らなり、体積固有抵抗値を１×１０3～１×１０8Ω・ｃｍとした弾性ローラ部を例えば肉
厚１．５ｍｍの層として形成したものである。さらに弾性ローラ部は、例えばゴム自体の
テストピース硬度が６０度のものを使用する。また、表面が硬質な帯電ローラ２ａの具体
例としては、例えば、抵抗調整層を高分子型イオン導電剤が分散する熱可塑性樹脂組成物
（ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリメタクリル酸メチル、ポリスチレンおよびその共
重合体等）により形成し、抵抗調整層の表面を硬化剤により硬化皮膜処理されたものが挙
げられる。
【００５９】
　また硬化皮膜処理は、例えば、イソシアネート含有化合物を含む処理溶液に抵抗調整層
を浸漬させることにより行われるが、抵抗調整層の表面に改めて硬化処理皮膜層を形成す
ることにより行われてもよい。また、帯電ローラ部の両端部に、それぞれ例えばポリエス
テル、またはポリエチレンテレフタレートからなる片面が粘着面に形成された粘着シート
を貼ることによって、感光体と帯電ローラの間に空隙を作ることができ、非接触近接方式
を実現できる。そして、帯電ローラ芯金に直流電圧または交流電圧と直流電圧を重畳した
電圧を印加することによって、近接放電を起こして感光体の表面を帯電できる。これによ
り、放電ワイヤを用いた、いわゆるコロトロンやスコロトロンと言われるコロナ放電器と
比して、帯電時に発生するオゾン量を大幅に抑制することが可能となる。
【００６０】
　均一に帯電された感光体１には、図示せぬ露光手段から発した画像情報に応じた露光Ｌ
により静電潜像を形成する。露光手段としてはレーザーダイオード（ＬＤ）、発光ダイオ
ード（ＬＥＤ）等を用いることができる。
　感光体の画像領域外では、常時全面ベタ画像となるよう、露光Ｌにより露光する。
【００６１】
　感光体１上に形成した静電潜像は、現像装置４により現像し、トナー像が形成される。
　現像装置４は、感光体１に対向している現像ローラ４ａ、現像ローラ４ａに近接して紙
面の表面から裏面方向に現像剤を搬送する第一の搬送スクリュウ４ｂ１、紙面の裏面から
表面方向に現像剤を搬送する第二の搬送スクリュウ４ｂ２を互いに平行に備えている。現
像ローラ４は、図示は省略するが外周側の回転自在なスリーブと内側に固定した磁石から
構成する。第二の搬送スクリュウ４ｂ２の搬送方向上流側にはトナー補給口を設け、第二
の搬送スクリュウ４ｃの搬送方向下流側に設けたトナー濃度センサの出力に応じて、これ
も図示せぬトナー補給装置からトナーを補給する。トナー補給装置からスクリュウ４ｂ２
に補給されるトナーを現像剤と混合し、撹拌しながらスクリュウ４ｂ１を経て、現像スリ
ーブ４ａへくみ上げる。
【００６２】
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　現像スリーブ４ａによって汲み上げられるトナーと磁性キャリアからなる現像剤は、ド
クターブレード４ｃによって所定の現像剤層の厚みに規制され、現像スリーブ４ａに担持
される。現像スリーブ４ａは、感光体１との対向位置において同方向または逆方向に移動
しながら、現像剤を担持搬送し、トナーを感光体１の潜像面に供給する。
　なお、図１においては、二成分現像方式の現像装置４の構成を示したが、これに限るも
のではなく、一成分現像方式の現像装置であっても適用可能である。
　また、現像装置は、感光体の画像領域の静電潜像と同様に、画像領域外の表面電位検知
領域の静電潜像も現像し、トナー像を形成する。
【００６３】
　現像剤はトナーとキャリアからなる二成分現像剤であり、キャリアは粒径５０μｍ程度
のフェライト、マグネタイト、鉄等の磁性体表面にシリコーン樹脂等の樹脂をスプレー等
の方法で表面処理されたものを使用する。トナーはエステル樹脂、アクリル樹脂、スチレ
ン樹脂等の結着樹脂と顔料及び帯電制御剤を混練粉砕し、分級したものに、シリカ、チタ
ニア等の外添剤を加えたものであり、粒径は７μｍ程度である。
【００６４】
　トナーには、必要に応じてワックスやオイル等の定着助剤を内添したり、ステアリン酸
亜鉛やフッ素樹脂等の潤滑剤の粉末を外添したりする場合がある。定着助剤を添加するこ
とで定着装置をなす定着ローラにシリコーンオイル等の定着オイルを塗布しなくても定着
オフセットを防止することができ、コストダウンが図れる上、定着オイルがこぼれて床を
汚したりする心配もなくせる。潤滑剤は、感光体の表面エネルギーを低減させ、紙粉やト
ナーによる感光体フィルミングを防止したり、転写中抜け等の異常画像の発生を防止した
りする作用がある。
【００６５】
　保護剤供給手段としての保護剤塗布装置３は、固定されたケースに収容された固形保護
剤３ｂと、固形保護剤３ｂに接触して保護剤を削り取り、感光体１に塗布するブラシロー
ラ３ａとを備える。固形保護剤３ｂは、ブロック状に形成されており、加圧部材３ｃによ
ってブラシローラ３ａ側に付勢されている。加圧部材３ｃは、板バネ、圧縮バネ等のバネ
がよく、特に図に示すように圧縮バネを好適に用いることができる。固形保護剤３ｂはブ
ラシローラ３ａによって削り取られ消耗し、経時的にその厚みが減少するが、加圧部材３
ｃで加圧されているために常時ブラシローラ３ａに当接している。ブラシローラ３ａは、
回転しながら削り取った保護剤を感光体１表面に塗布する。
【００６６】
　図２に示す作像ユニットおいて、この保護剤塗布装置３の下流には、クリーニング装置
８が設置されている。
　クリーニング装置８は、クリーニングブレード８ａ、支持部材８ｂ、トナー回収コイル
８ｃ、ブレード加圧スプリング８ｄを備える。クリーニングブレード８ａは、ウレタンゴ
ム、シリコーンゴム等のゴムを板状に形成してなり、そのエッジが感光体１表面に当接す
るようにして設けられ、転写後に残留する感光体１上のトナーを除去する。クリーニング
ブレード８ａは、金属、プラスチック、セラミック等からなる支持部材８ｂに貼着されて
支持され、感光体１表面に対し所定の角度で設置される。また、ブレード加圧スプリング
８ｄによって所定の当接圧、食い込み量で感光体１表面に当接する。
　クリーニングブレード８ａは感光体１上のトナーを除去するとともに、保護剤塗布装置
３で感光体上に塗布された保護剤を薄い膜状に延ばす塗布ブレードの役割も行う。
　また、表面電位検知領域に形成されたトナー像は、転写されずに残り、画像領域内の転
写残トナーとともに除去される。
【００６７】
　図３は保護剤塗布装置の他の実施形態を示す図である。
　保護剤塗布装置３は、固定されたケースに収容された固形保護剤３ｂと、固形保護剤３
ｂに接触して保護剤を削り取り、感光体１に塗布するブラシローラ３ａとを備える。固形
保護剤３ｂは、ブロック状に形成されており、加圧部材３ｃによってブラシローラ３ａ側
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に付勢されている。加圧部材３ｃは、板バネ、圧縮バネ等のバネがよく、特に図に示すよ
うに圧縮バネを好適に用いることができる。固形保護剤３ｂはブラシローラ３ａによって
削り取られ消耗し、経時的にその厚みが減少するが、加圧部材３ｃで加圧されているため
に常時ブラシローラ３ａに当接している。ブラシローラ３ａは、回転しながら削り取った
保護剤を感光体１表面に塗布する。さらにブラシローラ３ａの下流側に均しブレード３ｄ
と支持部材３ｅと加圧スプリング３ｆが設置されている。ブラシローラ３ａで感光体上に
塗布された粒状の保護剤は、均しブレード３ｄによって感光体上に均一な膜に形成される
。
【００６８】
　この保護剤塗布装置３の上流には、次に説明するクリーニング装置８が設置されている
。
　クリーニング装置で感光体１上の転写残トナーを除去した上で保護滑剤を塗布するため
、トナー入力に左右されずに均一に感光体上に保護剤を塗布することができる。
　クリーニング装置８は、クリーニングブレード８ａ、支持部材８ｂ、トナー回収コイル
８ｃ、ブレード加圧スプリング８ｄを備える。クリーニングブレード８ａは、ウレタンゴ
ム、シリコーンゴム等のゴムを板状に形成してなり、そのエッジが感光体１表面に当接す
るようにして設けられ、転写後に残留する感光体１上のトナーを除去する。クリーニング
ブレード８ａは、金属、プラスチック、セラミック等からなる支持部材８ｂに貼着されて
支持され、感光体１表面に対し所定の角度で設置される。また、ブレード加圧スプリング
８ｄによって所定の当接圧、食い込み量で感光体１表面に当接する。
　また、表面電位検知領域に形成されたトナー像は、転写されずに残り、画像領域内の転
写残トナーとともに除去される。
【００６９】
　保護剤塗布装置３についてより詳細に説明する。
　固形保護剤３ｂは、脂肪酸金属塩（金属石鹸）、フッ素系樹脂等からなるものが使用で
きるが、特に脂肪酸金属塩が好ましい。脂肪酸金属塩としては、例えば、ミリスチン酸、
パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸等の直鎖状炭化水素の脂肪酸金属塩が挙げられ
、金属としては、リチウム、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム、亜鉛、カドミ
ウム、アルミニウム、セリウム、チタン、鉄などが挙げられる。これらの中で、ステアリ
ン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸鉄など
が好ましく、特に、ステアリン酸亜鉛、パルミチン酸亜鉛、あるいはステアリン酸亜鉛と
パルミチン酸亜鉛の混合物が感光体の保護効果が高く、好ましい。
【００７０】
　また保護剤として以下のような構成のものも適している。
　疎水性有機化合物（Ａ）、および両親媒性の有機化合物（Ｂ）を必須の成分として含ん
でいるもの。
　疎水性有機化合物（Ａ）の例としては、前述のような、脂肪族飽和炭化水素、脂肪族不
飽和炭化水素、脂環式飽和炭化水素、脂環式不飽和炭化水素や芳香族炭化水素に分類され
る炭化水素類の他に、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリパーフルオロアル
キルエーテル（ＰＦＡ）、パーフルオロエチレン－パーフルオロプロピレン共重合体（Ｆ
ＥＰ）、ポリビニリデンフルオリド（ＰＶｄＦ）、エチレン－テトラフルオロエチレン共
重合体（ＥＴＦＥ）等のフッ素系樹脂やフッ素系ワックス類、ポリメチルシリコーン、ポ
リメチルフェニルシリコーン等のシリコーン樹脂やシリコーン系ワックス類等が挙げられ
るが、これに限るものではない。
【００７１】
　他方、両親媒性の有機化合物（Ｂ）としては、前述のように陰イオン系界面活性剤、陽
イオン系界面活性剤、両イオン系界面活性剤、非イオン系界面活性剤等が挙げられる。
　陰イオン系界面活性剤の例としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、α－オレフィン
スルホン酸塩、アルカンスルホン酸塩、硫酸アルキル塩、硫酸アルキルポリオキシエチレ
ン塩、リン酸アルキル塩、長鎖脂肪酸塩、α－スルホ脂肪酸エステル塩、アルキルエーテ
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ル硫酸塩等の、疎水性部位の末端に陰イオン（アニオン）を有し、これと、ナトリウム、
　カリウム等のアルカリ金属イオン、マグネシウム、カルシウムなどのアルカリ土類金属
イオン、アルミニウム、亜鉛等の金属イオン、アンモニウムイオン等が結合した化合物が
挙げられる。
【００７２】
　陽イオン系界面活性剤の例としては、アルキルトリメチルアンモニウム塩、ジアルキル
メチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアンモニウム塩等の、疎水性部位の末
端に陽イオン（カチオン）を有し、これと、塩素、フッ素、臭素等や、リン酸イオン、硝
酸イオン、硫酸イオン、チオ硫酸イオン、炭酸イオン、水酸イオン等が結合した化合物が
挙げられる。
【００７３】
　両イオン系界面活性剤の例としては、ジメチルアルキルアミンオキシド、Ｎ－アルキル
ベタイン、イミダゾリン誘導体、アルキルアミノ酸等が挙げられる。
　非イオン系界面活性剤の例としては、長鎖アルキルアルコール、アルキルポリオキシエ
チレンエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、脂肪酸ジエタノールア
ミド、アルキルポリグルコキシド、ポリオキシエチレンソルビタンアルキルエステル等の
アルコール化合物、エーテル化合物、アミド化合物等が挙げられる。また、ラウリン酸、
パルチミン酸、ステアリン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、モンタン酸、メ
リシン酸等の長鎖アルキルカルボン酸と、エチレングリコール、プロピレングリコール、
グリセリン、エリスリトール、ヘキシトール等の多価アルコールやこれらの部分無水物と
のエステル化合物も好ましい形態として挙げられる。
【００７４】
　エステル化合物のより具体的な例としては、モノステアリン酸グリセリル、ジステアリ
ン酸グリセリル、モノパルチミン酸グリセリル、ジラウリン酸グリセリル、トリラウリン
酸グリセリル、ジパルチミン酸グリセリル、トリパルチミン酸グリセリル、ジミリスチン
酸グリセリル、トリミリスチン酸グリセリル、パルチミン酸ステアリン酸グリセリル、モ
ノアラキジン酸グリセリル、ジアラキジン酸グリセリル、モノベヘン酸グリセリル、ステ
アリン酸ベヘン酸グリセリル、セロチン酸ステアリン酸グリセリル、モノモンタン酸グリ
セリル、モノメリシン酸グリセリル等のアルキルカルボン酸グリセリルやこの置換物、モ
ノステアリン酸ソルビタン、トリステアリン酸ソルビタン、モノパルチミン酸ソルビタン
、ジパルチミン酸ソルビタン、トリパルチミン酸ソルビタン、ジミリスチン酸ソルビタン
、トリミリスチン酸ソルビタン、パルチミン酸ステアリン酸ソルビタン、モノアラキジン
酸ソルビタン、ジアラキジン酸ソルビタン、モノベヘン酸ソルビタン、ステアリン酸ベヘ
ン酸ソルビタン、セロチン酸ステアリン酸ソルビタン、モノモンタン酸ソルビタン、モノ
メリシン酸ソルビタン等のアルキルカルボン酸ソルビタンやこの置換物等が挙げられるが
、これに限るものではない。
　また、これらの両親媒性有機化合物は複数種類を併用しても良い。
【００７５】
　保護剤の保護効果は、基本的には保護剤の供給量に依存し、保護剤の供給量が多いほど
、感光体は保護され、摩耗速度は低下する。従って、本発明のように、保護剤の供給量が
少ない表面電位検知領域では摩耗速度が比較的速く、保護剤の供給量が多い画像領域内で
は摩耗速度が比較的遅くなる。
【００７６】
　本発明の感光体の保護剤を、一定の形状、例えば角柱状や円柱状等のブロックに成型す
るための方法としては、固体物質の成型方法として公知の方法を、用いることができる。
　例としては、溶融成型方法、粉末成型法、熱プレス成型法、冷間等方圧プレス法（ＣＩ
Ｐ）、熱間等方圧プレス法（ＨＩＰ）などが挙げられるが、これに限られるものではない
。
【００７７】
　溶融成型方法を例に、具体的な保護剤の成型方法を説明する。
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　予め保護剤の溶融温度以上に加熱した、所定形状の型枠中に、加熱溶融したアルキルカ
ルボン酸グリセリルの所定量を注ぎ込み、必要に応じて融点以上の温度で一定時間維持後
、放冷もしくは徐冷により冷却し、成型体を得ることができる。また、成型体の内部歪み
を除去するために、冷却の途中で、保護剤成分の相転移温度を下回る温度まで冷却が進ん
だ後に、再度、相転移温度以上の温度まで緩やかに再加熱しても良い。
　室温近傍の温度まで冷却後、成型体を型枠から外し、保護剤の成型体を得る。
　また、この後、更に切削加工などにより、保護剤の形状を整えても良い。
【００７８】
　上述の型枠としては、熱伝導性のよさ、寸法精度の良さから鋼材、ステンレス、アルミ
ニウムなどの金属製型枠が好ましい。また、型枠内壁面には、離型性を良くするために、
フッ素樹脂、シリコーン樹脂などの離型剤をコーティングすることが好ましい。
【００７９】
　上記のような脂肪酸金属塩を直方体状に成型した固形保護剤３ｂは、図示しない保護剤
保持部材に固定されている。固形保護剤３ｂを収容するケースには、ブラシローラ３ａ側
に付勢する複数の加圧部材３ｃが、長手方向に並んで設けられている。
【００８０】
　固形保護剤３ｂのブラシローラ３ａへの加圧力は、複数の加圧部材３ｃの、加圧力の総
圧で２００～１０００ｍＮの範囲になるようにする。総圧が２００ｍＮ未満では、ブラシ
ローラ３ａで十分に固形保護剤３ｂの掻き取りが行われず、感光体１表面への保護剤塗布
量が不足する。これにより、クリーニングブレード８ａや感光体１表面の摩耗を促進し、
転写残トナー等のクリーニング不良が発生しやすくなる。また、総圧が１０００ｍＮを超
えると、感光体１表面への保護剤塗布量が過多となる。これは、固形保護剤３ｂの消耗が
早まるばかりでなく、感光体１表面が、吸湿性の脂肪酸金属塩等からなる保護剤が過剰に
塗布されることで湿度の影響を受けて、静電潜像が流れ、画像ボケを発生するという不具
合の要因となる。したがって、固形保護剤３ｂは、ブラシローラ３ａに対し総圧２００～
１０００ｍＮで加圧されるのが好ましい。
【００８１】
　ブラシローラはステンレス、鉄などからなる芯金に繊維からなるシートが接着されてい
る。図３の例では、芯金の外径は６ｍｍ、ブラシローラの外径としては１４ｍｍである。
　ブラシ繊維の具体的な材料としては、一般的に公知の材料から１種ないし２種以上を選
択して使用する事ができる。具体的には、ポリオレフィン系樹脂（例えばポリエチレン、
ポリプロピレン）；ポリビニルおよびポリビニリデン系樹脂（例えばポリスチレン、アク
リル樹脂、ポリアクリロニトリル、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、ポリ
ビニルブチラール、ポリ塩化ビニル、ポリビニルカルバゾール、ポリビニルエーテルおよ
びポリビニルケトン）；塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体；スチレン－アクリル酸共重合
体；スチレン－ブタジエン樹脂；フッ素樹脂（例えばポリテトラフルオロエチレン、ポリ
フッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポリクロロトリフルオロエチレン）；ポリエステ
ル；ナイロン；アクリル；レーヨン；ポリウレタン；ポリカーボネート；フェノール樹脂
；アミノ樹脂（例えば尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹
脂、ユリア樹脂、ポリアミド樹脂）；などの内、可撓性を持つ樹脂を使用することができ
る。
　また、撓みの程度を調整するために、ジエン系ゴム、スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢ
Ｒ）、エチレンプロピレンゴム、イソプレンゴム、ニトリルゴム、ウレタンゴム、シリコ
ーンゴム、ヒドリンゴム、ノルボルネンゴム等を複合して用いても良い。
【００８２】
　また、ブラシ表面には必要に応じてブラシの表面形状や環境安定性などを安定化するこ
となどを目的として、被覆層を設けても良い。被覆層を構成する成分としては、ブラシ繊
維の撓みに応じて変形することが可能な被覆層成分を用いることが好ましく、これらは、
可撓性を保持し得る材料であれば、何ら限定されること無く使用でき、例えばポリエチレ
ン、ポリプロピレン、塩素化ポリエチレン、クロロスルホン化ポリエチレン等のポリオレ
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フィン系樹脂；ポリスチレン、アクリル（例えばポリメチルメタクリレート）、ポリアク
リロニトリル、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、
ポリ塩化ビニル、ポリビニルカルバゾール、ポリビニルエーテル、ポリビニルケトン等の
ポリビニルおよびポリビニリデン系樹脂；塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体；オルガノシ
ロキサン結合からなるシリコーン樹脂またはその変成品（例えばアルキッド樹脂、ポリエ
ステル樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン等による変成品）；パーフルオロアルキルエー
テル、ポリフルオロビニル、ポリフルオロビニリデン、ポリクロロトリフルオロエチレン
等の弗素樹脂；ポリアミド；ポリエステル；ポリウレタン；ポリカーボネート；尿素－ホ
ルムアルデヒド樹脂等のアミノ樹脂；エポキシ樹脂や、これらの複合樹脂等が挙げられる
。
【００８３】
　感光体が摩耗して異常画像が出る前に感光体摩耗を検知するには、画像領域外に表面電
位検知領域を設け、その表面電位検知領域に、画像領域内よりも早く摩耗する部分を、意
図的に形成する。画像領域内とは、通常、画像を形成する、Ａ３やＡ４等、紙サイズに合
わせた領域を指す。いわゆる文字間等の地肌部の非画像部ではない。画像領域外とは、画
像領域内以外の領域を指す。
【００８４】
　感光体の摩耗を防ぐためには、前述したように、保護剤として、ステアリン酸亜鉛等の
金属石鹸ブロックにブラシ等を押し付けて微粉化して感光体に供給する方法が採用されて
いる。ステアリン酸亜鉛等の金属石鹸を用いることにより、感光体表面の潤滑性は向上し
、感光体とクリーニングブレードとの摩擦を低減することができる。（特開２００４‐３
４１４８０号参照）このように、保護剤を感光体に供給することで感光体の摩耗を低減す
ることができ、保護剤を供給しないと感光体は摩耗する。また、保護剤の量によって感光
体の摩耗状態に差が出ることも知られている（特許第３７３２１０９号段落［００２９］
参照）。すなわち、保護剤が多い方が摩耗が少なく、少ない方が摩耗が多くなる。
【００８５】
　表面電位検知領域に、画像領域内よりも早く摩耗する部分を形成するためには、感光体
の画像領域内対応部と表面電位検知領域対応部とで保護剤ブロックの高さを変えるとよい
。画像領域内の通常の保護剤ブロック高さ（Ｈ＿ｉｎ）に比べ、表面電位検知領域対応部
では、保護剤ブロックの高さを低くする（Ｈ＿ｏｕｔ）。図６の場合、画像形成装置でプ
リントする時、交換部品である、感光体、あるいはプロセスカートリッジの使用を始めて
から、初期には、表面電位検知領域では保護剤ブロックはブラシローラに接触しないため
、表面電位検知領域には保護剤は塗布されない。プリントを重ねることにより、保護剤ブ
ロックがブラシローラによって段々削られる。保護剤ブロックが削られて低くなっても保
護剤ブロックはブラシローラに当接しつづけるように、加圧部材３ｃによって保護剤ブロ
ックはブラシローラに加圧されている。感光体の画像領域内と表面電位検知領域とに対応
する部分の保護剤ブロックの高さがほぼ等しくなると、表面電位検知領域にも保護剤が塗
布され始める。感光体の寿命として、保護剤が塗布される期間が、画像領域内と表面電位
検知領域とで違いが出ることになる。よって、感光体の表面電位検知領域では、画像領域
内よりも供給される保護剤が少量となり、ある摩耗程度になるのが、画像領域内よりも早
くなる。
【００８６】
　上記では、画像領域内よりも早く摩耗する部分を表面電位検知領域に意図的に形成する
ために、保護剤ブロックの高さを変えたが、ブラシローラ３ａの、毛足の長さを変えても
良い。ブラシローラは毛足長さの異なる２種類の繊維から構成されている。画像領域内で
は長い繊維（Ｈ＿Ｂ＿ｉｎ）、表面電位検知領域では短い繊維（Ｈ＿Ｂ＿ｏｕｔ）が、感
光体や保護剤ブロックに当接するようにする。
【００８７】
　ブラシローラの長い方の繊維は、例えば毛足長さが５ｍｍで保護剤ブロックに比較的深
く食い込み強く接触するのに対して、ブラシローラの短い方の繊維は、例えば毛足長さが
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３ｍｍである。短い方の繊維は保護剤ブロックに比較的浅く食い込み弱く接触するよう、
感光体に対するブラシの軸の位置、ブラシに対する固形潤滑剤の当接圧が調整されている
。表面電位検知領域では、画像領域よりもブラシローラの保護剤ブラックに対する接触が
弱く、供給される保護剤が画像領域よりも少量となり、ある摩耗程度になるのが、画像領
域内よりも早くなる。
　ブラシ繊維の太さは、０．５～３デニール、ブラシ繊維の密度は１０万～６０万本／ｉ
ｎｃｈ2が好ましい。
　ブラシローラは図７に示すように、画像領域内対応部には毛足の長いブラシ繊維が当接
するよう、表面電位検知領域対応部には毛足の短いブラシ繊維が当接するよう、ブラシロ
ーラを作製する。なお、図７は、便宜上、ブラシローラと感光体、ブラシローラと保護剤
ブロックとを離して描いた。
【００８８】
　画像領域内よりも早く摩耗する部分を表面電位検知領域に意図的に形成するために、ブ
ラシローラ３ａの、毛足の太さを変えても良い。ブラシローラは毛足太さの異なる２種類
の繊維から構成されている。画像領域内では太い繊維、表面電位検知領域では短い繊維が
、感光体や保護剤ブロックに当接するようにする。
　ブラシローラの太い方の繊維は６～２０デニール、ブラシ繊維の密度が１万～５万本／
ｉｎｃｈ2が好ましい。繊維が太いため保護剤ブロックに比較的強く接触するのに対して
、ブラシローラの細い方の繊維は０．５～３デニール、ブラシ繊維の密度は１０万～６０
万本／ｉｎｃｈ2が好ましく、保護剤ブロックに弱く接触する。表面電位検知領域では、
画像領域よりもブラシローラの保護剤ブラックに対する接触が弱く、供給される保護剤が
画像領域よりも少量となり、ある摩耗程度になるのが、画像領域内よりも早くなる。
　ブラシローラの毛足の長さは例えば４ｍｍである。
　ブラシローラは図８に示すように、画像領域内対応部には繊維の太いブラシ繊維が当接
するよう、表面電位検知領域対応部には繊維の細いブラシ繊維が当接するよう、ブラシロ
ーラを作製する。なお、図８は、便宜上、ブラシローラと感光体、ブラシローラと保護剤
ブロックとを離して描いた。
【００８９】
　摩耗程度を検知するには、感光体の表面電位を測定する。図２のＳは表面電位センサを
示す。摩耗検知のためには、感光体の表面電位検知領域に表面電位検知手段である表面電
位センサを設置し、表面電位検知領域の表面電位を測定する。
　このとき、表面電位検知領域でも画像領域内と同様な通常の作像プロセスを施す。ただ
し、中間転写ベルトや中間転写ドラム、転写チャージャ、転写ローラ、転写材等は、画像
領域内のみでも良い。表面電位を検知して摩耗を検知するので、現像プロセスも直接は必
要ではないが、感光体の摩耗には、クリーニング時の、トナーの存在の影響が大きいので
、表面電位検知領域では、画像領域内と同様なプロセスを施すことが望ましい。
【００９０】
　感光体表面電位として帯電電位（帯電後書込み前の表面電位）を検知する場合について
説明する。感光体の摩耗に伴い、帯電電位（帯電後書込み前の表面電位）は正常な時より
低くなる。また、摩耗は局部的に進む場合もあり、局部的に摩耗していると、帯電時に局
部的摩耗部に電界が集中し、それに伴い放電破壊を生じ、その部分帯電電位は異常に低く
なる。
【００９１】
　感光体帯電電位を検知して、感光体交換時期を決定するには、以下の方法で決定する。
　まず、感光体の画像領域内対応部と表面電位検知領域対応部とで保護剤ブロックの高さ
を変えて、表面電位検知領域に、画像領域内よりも早く摩耗する部分を形成した場合につ
いて説明する。
　最初に、プリント枚数と画像領域内の保護剤ブロックの摩耗量との関係（図９（ａ））
を把握しておく。さらに、プリント枚数と感光体の摩耗量との関係（図９（ｂ））につい
て、保護剤ブロック有無の場合（画像領域と同様に保護剤を供給した場合と、保護剤を供
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給しない場合）について、把握しておく。感光体の画像領域内が摩耗し、異常が出るどの
位前に異常を検知したいか、感光体交換時期を決定したいか（＝表面電位検知領域におい
て異常が出た後、何枚プリント後に画像領域内において異常が出るか）によって、保護剤
ブロックの、感光体画像領域内対応部と表面電位検知領域対応部との段差を決定する（図
９（ｃ））。
　一方、感光体摩耗量と感光体帯電電位との関係（図９（ｄ）を把握しておく。さらに、
感光体帯電電位と、例えば紙上画像の非画像部（地肌部）ＯＤ（光学画像濃度）との関係
（図９（ｅ））を把握しておく。非画像部ＯＤの許容値Ｔを決めておき、非画像部ＯＤが
許容値Ｔを上回り、異常を示す帯電電位となる感光体摩耗量を把握しておく。この時の感
光体摩耗量と、上記プリント枚数と感光体の摩耗量との関係とから、感光体の画像領域内
が摩耗し、異常が出るどの位前（Ｋ）に異常を検知したいか、感光体交換時期を決定した
いか（＝表面電位検知領域において異常が出た後、何枚プリント後に画像領域内において
異常が出るか）を決定する。
【００９２】
　例えば、図９（ｅ）より、非画像部ＯＤが許容できない＝Ｔよりも高くなる時の感光体
帯電電位は５００Ｖ、図９（ｄ）より、感光体帯電電位が５００Ｖとなる感光体摩耗量は
約５μｍ、図９（ｂ）より感光体摩耗量が約５μｍとなるのは、保護剤有りの場合、約５
０，０００枚プリントした時である。図９（ｃ）に、画像領域内（保護剤有り）の場合の
摩耗量として、図９（ｂ）同様プロットし（画像領域内の線）、感光体の画像領域内が摩
耗し異常が出る５，０００枚（＝Ｋ）前に異常を検知したい場合、画像領域内の線から５
，０００枚分ずらして、表面電位検知領域の摩耗量の線として画像領域内の摩耗量の線と
平行な線を引く。ただし、表面電位検知領域の摩耗量は、プリント開始時（初期）には、
保護剤がないためプリント枚数に対する摩耗量の傾きは急なので、図９（ｂ）から保護剤
無の場合の摩耗量も図９（ｃ）にプロットする。表面電位検知領域では、この保護剤有り
（ａ）と保護剤無し（ｂ）との組合せが摩耗量となる。つまり、その交点、感光体摩耗量
約１．５μｍのときの、プリント枚数１０，０００枚時に、保護剤ブロックは表面電位検
知領域でも感光体に接触し始める。図９（ａ）より、プリント枚数１０，０００枚の時、
保護剤ブロックの摩耗量は約１ｍｍである。よって表面電位検知領域の保護剤ブロックは
画像領域内の保護剤ブロックよりも高さ１ｍｍ低くしておくと、表面電位検知領域が摩耗
して表面電位検知手段が帯電電位５００Ｖを検知した時（非画像部ＯＤが非許容範囲とな
った時）から約５，０００枚後に画像領域内で異常画像が出ると予測できる。
【００９３】
　感光体帯電電位を検知して、感光体交換時期を決定する方法を、ブラシの長さを変える
場合について説明する。あらかじめ、感光体帯電電位と、例えば紙上画像の非画像部（地
肌部）ＯＤとの関係（図９（ｅ））を把握しておく。一方、感光体摩耗量と感光体帯電電
位との関係（図９（ｄ）を把握しておく。非画像部ＯＤの許容値Ｔを決めておき、非画像
部ＯＤが許容値Ｔを上回り、異常を示す帯電電位となる感光体摩耗量を把握しておく。さ
らに、ブラシ長さの違う複数のブラシについて、プリント枚数と感光体の摩耗量との関係
（図９（ｆ））を把握しておく。この時、ブラシの長さは、ブラシａ＞ブラシｂ＞ブラシ
ｃの順でブラシａが最も長い。
　例えば、図９（ｅ）より、非画像部ＯＤが許容できない＝Ｔよりも高くなる時の感光体
帯電電位は５００Ｖ、図９（ｄ）より、感光体帯電電位が５００Ｖとなる感光体摩耗量は
約５μｍ、図９（ｆ）より感光体摩耗量が約５μｍとなるのは、ブラシａの場合約５０，
０００枚、ブラシｂの場合約４５，０００枚、ブラシｃの場合約４０，０００枚、プリン
トした時である。画像領域内用（図７Ｈ＿Ｂ＿ｉｎ）としてブラシａを用い、画像領域外
の表面電位探知領域用（図７Ｈ＿Ｂ＿ｏｕｔ）としてブラシｂを使用すると、表面電位検
知領域が摩耗して表面電位検知手段が帯電電位５００Ｖを検知した時（非画像部ＯＤが非
許容範囲となった時）から約５，０００枚後に画像領域内で異常画像が出ると予測できる
。
【００９４】
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　感光体帯電電位を検知して、感光体交換時期を決定する方法を、ブラシの太さを変える
場合について説明する。あらかじめ、感光体帯電電位と、例えば紙上画像の非画像部（地
肌部）ＯＤとの関係（図９（ｅ））を把握しておく。一方、感光体摩耗量と感光体帯電電
位との関係（図９（ｄ）を把握しておく。非画像部ＯＤの許容値Ｔを決めておき、非画像
部ＯＤが許容値Ｔを上回り、異常を示す帯電電位となる感光体摩耗量を把握しておく。さ
らに、ブラシ太さの違う複数のブラシについて、プリント枚数と感光体の摩耗量との関係
（図１０（ｂ））を把握しておく。この時、ブラシの太さは、ブラシｘ＞ブラシｙ＞ブラ
シｚの順でブラシａが最も太い。
　例えば、図９（ｅ）より、非画像部ＯＤが許容できない＝Ｔよりも高くなる時の感光体
帯電電位は５００Ｖ。図９（ｄ）より、感光体帯電電位が５００Ｖとなる感光体摩耗量は
約５μｍ。図１０（ａ）より感光体摩耗量が約５μｍとなるのは、ブラシｘの場合約５０
，０００枚、ブラシｙの場合約４５，０００枚、ブラシｚの場合約４０，０００枚、プリ
ントした時である。画像領域内用としてブラシｘを用い、画像領域外の表面電位探知領域
用としてブラシｙを使用すると、表面電位検知領域が摩耗して表面電位検知手段が帯電電
位５００Ｖを検知した時（非画像部ＯＤが非許容範囲となった時）から約５，０００枚後
に画像領域内で異常画像が出ると予測できる。
【００９５】
　表面電位検知領域の電位測定は、常に測定しても良いが、表面電位検知領域で電位の異
常が認められても、画像領域内において、即座に異常が発生するわけではない。そのため
、例えば、１０～１０００枚、好ましくは５０～５００枚画像形成毎に表面電位検知を行
えば良い。また、電位の異常を一回検知した場合には、即座に感光体交換時期と判断して
も良いが、異常が連続して認められた場合に至って、感光体交換時期と判断しても良い。
これらの設定は、要求する画像によって決定する。
　上記表面電位検知手段は、帯電後書込み前の帯電電位を検知しても良いが、書込み後の
非画像部（地肌部）の表面電位を検知してもよい。書込み後の方がより現像部に近く、画
像との相関がより良い。画像領域外の表面電位探知領域では、作像時１００％露光し、ベ
タ画像を作像しているため、書込み後の表面電位を検知する場合には、表面電位検知のタ
イミングに合わせ、露光しない時間を設け、非画像部の表面電位を検知するとよい。
【００９６】
　本発明の画像形成装置は潜像担持体の交換時期決定手段を有する。この潜像担持体の交
換時期決定手段は、例えば、表面電位検知手段が所定の設定値を超える信号を発生したと
き、これを交換時期と判断して、この信号を適宜の警告手段に送って警告信号を発生する
手段である。
　感光体やプロセスカートリッジの交換時期の警告は、画像形成装置本体の液晶等の表示
部にメッセージを表示したり、警告ランプやＬＥＤ等の点灯やブザー等によりユーザに報
じたりする。上記電位情報をサービスコールシステムに接続して、直接サービスマンに知
らせるようにすると、さらに便利である。
　また、高速高生産な装置のように、予備の感光体やプロセスカートリッジ等を余分に搭
載している場合には、自動的に交換するよう、設定しても良い。
【００９７】
　潜像担持体表面に保護層を持つと、摩耗したことがわかりやすい。
　本発明における電子写真感光体には、感光層１０２の保護及び耐久性の向上のために、
図５のように、フィラーを含有する保護層１０５を感光層１０２上に形成してもよい。図
１１（ａ）のように、保護層があると、保護層が摩耗してしまって保護層がなくなった時
、摩耗の速度が急激に変化する。そのため図１１（ｂ）のように、プリント枚数と帯電電
位との関係は、保護層がなくなると、保護層がある場合と比較して変化し、保護層がなく
なると帯電電位は急激に変化するので、保護層の摩耗を検知しやすい。
そこで保護層を設けた感光体の場合、感光体上表面電位検知領域の保護層が摩耗してしま
った時点を交換時点とするよう、プリント枚数と感光体保護層摩耗量と感光体帯電電位と
の関係を前もって把握し、感光体保護層の膜厚を選択しておくとよい。
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【実施例】
【００９８】
　タンデム型カラー画像形成装置ｉｍａｇｉｏ　ＭＰ　Ｃ３５００を改造し、全体構成は
図１、感光体周りは図３の構成になるように、図６に示した保護剤ブロック３ｂを配置し
、感光体の線速を２８０ｍｍ／ｓとした。感光体１は、表面保護層を設けないものを用い
、摩耗程度を検知するための、表面電位検知領域（保護剤ブロック３ｂのＨ＿ｏｕｔ部）
を設けるため、従来よりも長くし、３２０ｍｍとした。保護剤ブロック３ｂの幅は５ｍｍ
、高さは、Ｈ＿ｉｎ部は８ｍｍ、Ｈ＿ｏｕｔ部は７ｍｍ、長さは、Ｈ＿ｉｎ部は３０５ｍ
ｍ、Ｈ＿ｏｕｔ部は１５ｍｍとした。固形保護剤のブラシローラへの加圧力は、複数の加
圧部材の、加圧力の総圧で４００ｍＮとした。また、帯電は帯電ローラにより感光体に対
して－６００Ｖの直流電圧と振幅１．２ｋＶで周波数が２ｋＨｚの交流を印加するように
改造した。
【００９９】
　摩耗程度を検知するために、感光体１の表面電位を測定する。摩耗検知のために、感光
体１の表面電位検知領域に表面電位検知手段である表面電位センサを設置し、表面電位検
知領域の表面電位を測定する。表面電位検知領域でも画像領域内と同様な通常の作像プロ
セスを施す。ただし、ここでは、転写プロセスは除外し、帯電、露光、現像、クリーニン
グを施した。現像されたトナーは転写されないので、全てをクリーニングで回収した。表
面電位センサは露光後に設置し、画像形成１００枚ごとに表面電位を測定した。表面電位
探知領域では、作像時は１００％露光してベタ画像を作像するが、表面電位検知のタイミ
ングに合わせ、露光しない時間を設け、非画像部の表面電位を検知した。表面電位検知の
ための露光しない時間は、表面電位計の仕様によるが、１秒あれば十分である。
【０１００】
　感光体１と保護剤ブロック３ｂとを用いて、プロセスカートリッジを４つずつ作製し、
改造したタンデム型画像形成装置に搭載し、画像濃度が７％のテストチャートを、２２℃
、４０％の環境で、連続で画像形成した。この時の、４色のうち、ブラックの画像領域外
である表面電位探知領域の表面電位の測定結果を図９（ｆ）に示す。画像形成当初は約６
００Ｖであった表面電位は、画像形成１０，０００枚時には、約５７０Ｖ、その後、画像
形成を続けるに従い、表面電位は低下し、約５００Ｖになった時の画像形成は約４５，０
００枚であった。その時の画像を評価したところ、紙上画像の非画像部ＯＤが約０．０９
であり、許容範囲ではあるものの、目視でも地汚れがやや目立つようになっていた。画像
形成当初の非画像部ＯＤは約０．０５であり、目視では地汚れは気にならなかった。ここ
でプロセスカートリッジの交換時期を警告するところであるが、確認のためさらに連続画
像形成を続けたところ、約５０，０００枚時、表面電位探知領域の表面電位は約４９０Ｖ
、非画像部ＯＤが約１．０であった。
【０１０１】
　プロセスカートリッジの交換時期を警告するために、画像形成装置本体の液晶表示部に
交換時期のメッセージを表示するようにした。
　この機構は全色の感光体に載せると確実に各色のプロセスカートリッジの交換時期を予
測できるが、一般に使用量が多く、早めに感光体が消耗するブラックのみに載せ、ブラッ
クのプロセスカートリッジ交換時に全色のプロセスカートリッジを交換しても良い。また
、カラーは４色同様な傾向を示すことが多いので、ブラックに加え、カラーのうち１色に
搭載しても良い。
【図面の簡単な説明】
【０１０２】
【図１】本発明の画像形成装置の一例の概略構成図である。
【図２】本発明の画像形成装置の作像ユニットの一例の概略構成図である。
【図３】本発明の画像形成装置の作像ユニットの他の例の概略構成図である。
【図４】本発明の画像形成装置に用いる積層型電子写真感光体の一例の概略断面図である
。
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【図５】本発明の画像形成装置に用いる積層型電子写真感光体の他の例の概略断面図であ
る。
【図６】保護剤ブロックの高さを変え、表面電位検知領域の保護剤の供給量を画像領域よ
りも少量とする方法の説明図である。
【図７】ブラシの長さを変え表面電位検知領域の保護剤の供給量を画像領域よりも少量と
する方法の説明図である。
【図８】ブラシの繊維の太さを変え、表面電位検知領域の保護剤の供給量を画像領域より
も少量とする方法の説明図である。
【図９】（ａ）はプリント枚数と保護剤ブロックの摩耗量との関係を示すグラフであり、
（ｂ）はプリント枚数と保護剤ブロック有無の場合（画像領域と同様に保護剤を供給した
場合と、保護剤を供給しない場合）における感光体摩耗量との関係を示すグラフであり、
（ｃ）は画像領域内と表面電位検知領域のプリント枚数と感光体摩耗量との関係を示すグ
ラフであり、（ｄ）は感光体摩耗量と感光体帯電電位との関係を示すグラフであり、（ｅ
）は非画像ＯＤと感光体帯電電位の関係を示すグラフである。
【図１０】（ａ）はブラシ長さとプリント枚数と感光体摩耗量との関係を示すグラフであ
り、（ｂ）はブラシ太さとプリント枚数と感光体摩耗量との関係を示すグラフであり、
【図１１】（ａ）は、保護層を有する感光体の摩耗変化を示すグラフであり、（ｂ）は保
護層を有する感光体のプリント枚数と帯電電位の関係を示すグラフである。
【符号の説明】
【０１０３】
　１　感光体
　９　露光装置
５１　一次転写ローラ
５２、５３、５４　ローラ
５６　中間転写ベルト
５７　中間転写ベルトクリーニング装置
６１　二次転写ローラ
７１　定着ベルト
７２　加熱ローラ
７３　定着ローラ
７４　加圧ローラ
１０１　導電性支持体
１０２　感光層
１０３　電荷発生層
１０４　電荷輸送層
１０５　保護層
１０６　下引き層
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